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要 約 

畜産環境問題の苦情のうち 50％以上を占める畜産臭気の主成分であるアンモニアに対するオゾ

ンファインバブル水の効果について調査したところ、以下の結果を得た。 

１ 採卵鶏ふんをオガ粉で水分調整し、50℃で 24 時間加温したものから採取した臭気を用い、

10ppmのオゾンを含むオゾンファインバブル水と対照として水道水による臭気低減効果について

アンモニアを指標として調査したところ、無処理の臭気に対してオゾンファインバブル水は

96.3％、水道水は 94.3％低減効果があり、オゾンファインバブル水は水道水に対して危険率 5％

で有意に高い結果となった。 

２ 臭気低減に水を利用し、臭気成分を含んだ処理水のオゾンファインバブル処理による浄化の可

能性を検討するため、水道水 40L と 25％アンモニア水を用いて調製した水（pH10）を処理水に

見立ててオゾンファインバブル処理を行ったところ、一般排水基準上限である pH8.6 以下になる

まで 6.5時間を要した。 
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緒 言 

近年、畜産経営において、経営規模の拡大や住

宅地が郊外にまで広がり、一般住宅と混在化する

ようになった結果、畜産環境問題が顕在化するよ

うになった。畜産環境問題は、主には家畜排せつ

物が起因となっているが、排水、臭気、衛生害虫

等多岐にわたっており、「家畜排せつ物の管理の

適正化及び利用の促進に関する法律」や「廃棄物

処理法」、「水質汚濁防止法」、「悪臭防止法」

によって規制されている 4)。これらの法律と関係

者の努力により令和 2 年の全国の苦情発生戸数

は 1,396 戸と平成 2 年の 3,443 戸に対して約 6 割

低減するまでになっている 4)。苦情の内容につい

ては、臭気に係るものが 842 戸と全体の 52％を

占めており 4)、府内においても臭気に関するもの

が半数を占めるようになっていることから、今後

の畜産経営の継続を考えていく上で、臭気問題の

解決が重要であると考えられる。 

畜産臭気の主な成分は表 1のとおりで、低減方

法としては、①洗浄法、②吸着法、③生物脱臭法、

④燃焼法、⑤オゾン酸化法、⑥希釈・拡散法、⑦

マスキング法 4)がある。中でもオゾン酸化法はオ

ゾンの酸化力で臭気成分を分解し、最終的には分

解物と酸素になり、環境への負荷が低い点が優れ

ている。また、殺菌・殺ウィルス効果も確認され

表 1 主な畜産臭気成分の性質と低減方法に対 

する効果 

水 酸・アルカリ 活性炭 微生物
窒
素
化
合
物

アンモニア

トリメチルアミン

水によく溶け
る

アルカリ性
酸性液(物質)
に吸収(吸着)
される

吸収される 硝化菌による酸
化
一部微生物に
よる菌体への変
換

硫化水素

メチルメルカプタン

水に少ししか
溶けない

酸性

硫化メチル

二硫化メチル

水に溶けない 中性

プロピオン酸 水によく溶け
る

n-酪酸 水に溶ける

n-吉草酸
i-吉草酸

水に少ししか
溶けない

臭気成分

硫
黄
化
合
物

低
級
脂
肪
酸

臭気低減方法

酸性
アルカリ液(物
質)に吸収(吸
着)される

吸収される

吸収される

硫黄酸化細菌
による酸化
光合成細菌に
よる酸化
一部微生物に
よる分解

多種類の微生
物による好気的
分解
メタン細菌によ
るメタンへの変
換

ており、その作用機序が細胞膜を直接攻撃し、消

毒剤のように耐性ができることがない点が優れ

ている 15)。これらのことから過去にも豚や鶏で

オゾンによる臭気低減や殺菌に関する研   

究 1)5)6)8)10)11)が行われているが、これらには主に

オゾンガスが使用されている。オゾンガスは人体

にとっても有害であり、日本における作業環境中

の許容濃度は 1963年に提案された 0.1ppm以下 13)

となっている。 

そのため、0.1ppm 以上の濃度のオゾンガスを

扱う場合には水に溶解したオゾン水で利用する
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必要があるが、オゾン水を生成するためには、ガ

ス溶解方式と直接電解式の 2 種類 12)となる。し

かし、オゾンガスは水に難溶解性であり、いずれ

も時間経過によるオゾン濃度の維持が困難であ

った。 

一方、1990 年代に日本において微細な気泡で

あるマイクロバブル(直径 1µm 以上 100µm 未満)

やウルトラファインバブル(直径 1µm 未満)を合

わせたファインバブル 3)に関する研究がなされ、

特にウルトラファインバブルについては、水中に

おいて数か月間安定的に存在し得ることが明ら

かになっている 9)。このことから企業ではオゾン

をファインバブル化することにより水中で高濃

度かつ安定的な濃度を維持させて殺菌や有機物

分解による排水処理等を目的にオゾンファイン

バブル生成装置の開発、製品化を行うまでになっ

ている。 

そこで、オゾンファインバブル(以下ＯＦＢと

する)水の畜産資材としての可能性を検討するた

め、畜産臭気に対する効果について検討を行った。 

なお、本稿は令和 3年度農林水産技術センター

FS 研究課題として実施した「オゾンファインバ

ブルの畜産利用に向けた基礎的研究」の内容を報

告したものである。 

材料及び方法 

１ ＯＦＢ水の調製 

今回の調査に用いたＯＦＢ水生成装置は、写

真 1のとおり、マイクロナノバブル発生システ

ム（TFBS-2：株式会社クリーンバブル研究所）

とオゾンガス発生装置(WINMG-2000V：ウィン

テック株式会社)、オゾンガス発生用酸素ボン

ベからなり、この生成装置は発生するオゾンを

マイクロナノバブル発生システムでファイン

バブルとして水に溶解し、その水を循環させる

事でオゾン濃度を上げていくことから、70Lの 

 

写真 1 ＯＦＢ水生成装置 

①マイクロナノバブル発生システム、②オゾン発

生装置、③酸素ボンベ、④調製バケツ 

プラスチックバケツを調製槽として使用した。 

このＯＦＢ水生成装置で調製したＯＦＢ水の

オゾン濃度を把握するため、調製バケツに 40L

の水道水を投入し、ＯＦＢ水生成装置を稼働、経

時的にオゾン濃度を 防 水溶存オゾン計

（DOZ-1000PE：株式会社カスタム）で測定した。

なお、ＯＦＢ水生成装置によるＯＦＢ水調製過程

でオゾンガスが調整槽から発生するため、換気を

行った。 

 測定した結果が図 1 で 40L の水道水を用いた

場合、稼働時間が 40 分以上で防水溶存オゾン計

の測定上限である 10ppm になり、以降は 10ppm

以上の表示が継続されることが明らかとなった。

そこで、ＯＦＢ水生成装置の稼働時間 40 分を基

本とし、防水溶存オゾン計でモニタリングして

10ppm となった状態のＯＦＢ水を溶存オゾン濃

度 10ppmとして以下の臭気低減調査に用いた。 

 
図 1 ＯＦＢ水生成装置の稼働時間によるＯＦ

Ｂ水の溶存オゾン濃度の推移 

 

２ ＯＦＢ水による臭気低減調査 

(1) 調査に用いた臭気 

畜産臭気の中でも堆肥化過程で排出される

臭気濃度が高く、鶏ふんや豚ぷんの方が乳牛ふ

んより臭気成分濃度が高いことから、当センタ

ー内で飼養している採卵鶏のふんを用いて以

下の方法で臭気を採取し、調査に用いた。 

ア 当センター内低床鶏舎で排出されてか

ら 24 時間以内の鶏ふんとオガ粉を重量比

9：1 の割合で混合し、堆肥発酵の最適水

分の 60～70％にした物を 2,000ｇホーロー

引角型バット四つ切りに入れた。 

イ 鶏ふん混合物を入れた角型バットを

45Lのポリ袋(800㎜×650㎜ 厚さ 0.08㎜)

に封入、養生テープで密封状態にした。 

ウ 密封状態にした角型バットを送風定温

高温器(DKN912：ヤマト科学株式会社)で

50℃、24 時間加温した。 

エ 24 時間後にバットを取出し、電磁式エ

アーポンプ(MV-6005VP：株式会社 E.M.P)

と 樹 脂 製 フ ロ ー メ ー タ ー

(RK200-V-B-AIR-5L/min：コフロック株式
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会社)とクロマトグラフ管に活性炭を封入

した臭気トラップからなる無臭空気供給

装置を用いて無臭空気を 20 分間充填した

後 10 分間静置し、シリコンチューブを付

けた臭気採取ポンプ(フレックスポンプ

DC1-NA型：近江オドエアーサービス株式

会社)を用いてチャック式フリーザーバッ

グ(280 ㎜×260 ㎜ 厚さ 0.065 ㎜)に臭気を

採取した。 

(2) 調査方法 

臭気を捕集したフリーザーバッグに 10ppm

のオゾンを含むＯＦＢ水 5ml、対照区として水

道水 5ml を 10ml シリンジで注入したもの、な

にも処理しない無処理の３つを注入後 60分間

静置し、検知管式気体測定器(JIS K 0804：株式

会社ガステック)とアンモニア検知管(3M、

3La：株式会社ガステック)を用いてアンモニア

濃度を測定した。また、ＯＦＢ水と水道水の

注入前と注入後の pHをコンパクト pHメータ

(LAQUAtwin pH-22B：株式会社堀場アドバン

スドテクノ)で測定した。 

調査した数値については一元配置の分散分

析を行った。 

 

３ 畜産臭気を吸着した水のＯＦＢ水生成装置

による浄化の可能性調査 

  ＯＦＢ水による臭気低減調査時に対照区と

して水道水を設定したが、臭気成分の中にはア

ンモニアのように水によく溶けるものも存在

し、調査結果からも水による臭気低減は十分可

能であることが示唆された。 

しかし、臭気成分を溶解した水については、

水域に排水として放流する場合は一般排水基

準を満たすように処理する必要があり、実際に

上下水道処理にオゾンが利用されている 2)こ

とから水処理にＯＦＢ水生成装置が利用でき

ないか調査した。 

調査方法は、2の結果からＯＦＢ処理開始時

の pHを 10.0に設定し、ＯＦＢ生成装置の調製

バケツに水道水 40L と 25％アンモニア水 8ml

で調製した水を臭気成分を含んだ処理水に見

立てて投入し、ＯＦＢ水生成装置によりＯＦＢ

処理を行った。 

オゾンによる処理過程のモニターとしてコ

ンパクト pHメータを用いて 10分間隔で pHを

測定し、一般排水基準の pH の上限である 8.6

以下 7)になった時点を処理完了としてその時

間を計測した。 

 

結果及び考察 

１ ＯＦＢ水による臭気低減調査 

アンモニア濃度の変化を表 2 に示した。 

表 2 臭気に含まれるアンモニア濃度の 

処理による変化 

無処理 水道水処理 OFB水処理

１ 1000 40 20

２ 400 20 15

３ 1000 75 40

４ 1000 75 30

５ 700 30 35

６ 700 40 30

平均 800 47 28

標準偏差 245 23 9

アンモニア濃度(ppm)
調査回

 

無処理の臭気のアンモニア濃度は 400～

1,000ppmで平均 800ppmに対して水道水処理

は平均 47ppm、ＯＦＢ水処理は平均 28ppmま

で低くなり、ＯＦＢ水処理が低い傾向を示した。 

次に、無処理のアンモニア濃度からみた除去

率を図 2 のグラフで示した。除去率については、

ＯＦＢ水が平均 96.3％と水道水より有意に高

くなったが、アンモニアは水によく溶けること

から、水道水でも 94.3％と高い除去率となった。 

 

図 2 無処理の臭気に含まれるアンモニア濃度      

に対する除去率 

 

水道水とＯＦＢ水の臭気処理前後の pHの変

化を表 3 に示した。 

 

表 3 臭気への注入前後の pH の変化 

注入前 注入後 前後の差

水道水 6.96±0.31 9.56±0.92 2.60±0.31

OFB水 7.32±0.33 9.61±0.38 2.29±0.24

n=6　平均±標準偏差  

  注入前の水道水、ＯＦＢ水とも pHとしては中

性であったが、数値としては異なる結果となった。

これはＯＦＢ水の生成過程で水道水に含まれる

残留塩素等がオゾンにより酸化分解された結果

であると考えられた。次に注入後の pHは、どち
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らも pHとしては弱アルカリ性であり数値として

も変わらない結果となった。しかし、注入前の

pH が水道水とＯＦＢ水が異なることから注入前

後の差をみたところ、ＯＦＢ水よりも水道水の方

が高い傾向となった。この差はオゾンによりアン

モニアが分解された結果であると考えられ、pH

の変化の点からもＯＦＢ水のアンモニアに対す

る低減効果が裏付けられた。 

 以上の結果からＯＦＢ水による臭気低減効果

については確認できたが、処理後の pHから臭気

に含まれる高い濃度のアンモニアに対しては

10ppm のオゾンでは酸化分解による低減効果は

低く、より低減効果を高くするにはオゾンガス発

生装置の能力を上げることが必要と考えられる。

しかし、今回のような開放状態での調製は結果と

して、空気中に放出されるオゾン濃度も高くなり、

作業環境中の許容濃度上限 0.1ppm 以上になると

思われることから密閉状態での調製か調製場所

と周囲の人の安全を確保した上で換気する必要

があると考えられた。 

 

２ 畜産臭気を吸着した水のＯＦＢ水生成装置

による浄化の可能性調査 

  水道水と 25％アンモニア水で調製した処理 

水のＯＦＢ水生成装置によるpHの変化を図3、

温度の変化を図 4のグラフに示した。 

 

図 3 ＯＦＢ処理による処理水の pHの推移 

 
図 4 ＯＦＢ処理による処理水の温度の推移 

 

スタート時点の pHは 10.20、10.35であったが、

処理時間とともに pH は緩やかに低下し、開始か

ら 6.5時間で排水処理基準の上限である pH8.6に

到達した。また、ＯＦＢ処理が循環処理であるた

め経過時間とともに処理水の温度も上がり、6.5

時間後には 51℃を超えるまでになった。 

 以上の結果から臭気成分を含んだ水をＯＦＢ

処理で処理することは可能であることが明らか

となったが、水中のオゾンは水温の上昇により自

己分解が促進すると考えられる 14)ことから効率

的に処理するには、処理時間を短縮して水温の上

昇を抑えることが必要と考えられる。これには、

オゾンガス発生装置の能力を上げることが必要

であり、高濃度のＯＦＢ水の生成の場合と同様に

密閉状態での処理か処理場所と周囲の人の安全

を確保した上で換気する必要があると考えられ

た。 

本稿の結びに当たり、オゾンナノバブル発生シ

ステム及びオゾンガス発生装置を貸し出してい

ただきました農林水産技術センター農林センタ

ー園芸部及びＯＦＢ水調製に助言いただきまし

たオゾンナノバブル発生システムの開発者であ

る株式会社クリーンバブル研究所の平賀哲男氏

に謝意を表します。 
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